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木造密集地域の不燃化対策 東京都が相談窓口を整備 

東京都は２０１４年度までに、火災が発生した際に延焼を遮断する都市計画道路「特

定整備路線」を今後整備する約２０か所に、地権者向けの相談窓口を開設する。 

第１弾として墨田区に窓口を開設。押上３丁目から京島３丁目にかけて約８６０ｍを

整備中の特定整備路線の近くに設け、都市再生機構グループのＵＲリンケージが運営

する。窓口では路線整備に伴う用地買収で住居を移転する地権者に、都営住宅や民間

賃貸住宅を紹介するほか、移転資金の貸し付けの優遇措置も利用できるようにする。

窓口の利用は無料。 

築地市場豊洲移転 主要施設３棟の入札不調  人手不足でコスト上昇か 

東京都が築地市場を江東区豊洲に移転する新市場の建設工事で、主要施設３棟の入札

が不調に終わった。大手ゼネコンなどの共同企業体（ＪＶ）が応札を辞退。建設業界

の人手不足や資材高騰によるコスト上昇が原因とみられる。入札不調となったのは予

定価格約２６０億円の水産仲卸市場棟など３棟。都は２０１５年度中の市場移転を目

指しているが、今回の入札不調により今年度内着工は厳しい情勢。公共施設を巡って

は全国的に入札不調が相次いでいる。 

買い物弱者が都内で増加 小売店や路線バスの減少が影響 

多摩地域など首都圏の郊外を中心に、トラックに生活用品を積み込んで住宅地を回る

「移動スーパー」が増えている。大規模ショッピングセンターも台頭する一方で、地

場の小売店が減っており離れた大型店まで出向く足がない「交通弱者」が高齢化で増

加している。総務省などがまとめる経済センサスによると、都内で百貨店・総合スー

パーは２００９年に２４５店あったのが１２年には半分以下の１０９店に、各種小売

業も１６３店から１１０店に、食料品小売業も２５７７店から１９６７店に減少。ネ

ットスーパーなども含め買い物弱者への対応が急務となる。 

不動産適正取引推進機構における相談事例紹介（３４） 

【相談者】隣接する住戸間の戸境壁を取り払って１住戸としている中古マンションの

売却依頼を受けた業者【内容】売却依頼を受けた中古マンションは、購入時（分譲時）

には隣接する２住戸だったが、売主が戸境壁を取り払って１住戸として利用していた

ものだった。【考え方】マンションの戸境壁は「専有部分に属さない建物の部分」で

法定共有部分に該当し、戸境壁を取り払って２つの住戸を連結することは、共有部分

の変更に当たる。共用部分の変更は、区分所有者及び議決権の各３／４以上の多数に

よる集会の決議で決したうえで行う（区分所有法１７条）もので、決議を得ずに行っ

た変更行為は「建物の保存に有害な行為その他建物の管理又は使用に関し区分所有者

の共同の利益に反する行為（同法６条）」として、他の区分所有者等から「その行為

の結果を除去するための必要な措置を執ることを請求」（同法１８条、５７条）され

ることがある。区分所有者及び議決権の各過半数の賛成による決議（普通決議）によ

り訴訟が提起されることもある。戸境壁を撤去する行為は、区分所有法上の問題だけ

でなく、建物の耐震性等に影響を与える内容と考えられるため、承認を得ないで行わ

れているような場合には原状回復の請求を受ける可能性は高い。このような物件を取

り扱う場合は、管理組合の集会を招集し、共用部分の変更行為についての決議を経て

から売却することとなるが、事後承認のための決議であり承認を得ることは難しい。

万一、集会を招集できない場合や集会において否決された場合は、重要事項説明書に

「共用部分の変更行為の内容」および「集会の決議を経ていない旨」並びに「他の区

分所有者から原状回復等を請求される可能性があること」を記載して説明し、「買主

に想定されるリスクを十分に認識してもらうこと」の他に、「想定されるリスクを引

き受ける意思があることを確認」したうえで取引を進める必要がある。 

ＴＲＡ不動産相談室のお知らせ 
所在地：新宿区西新宿７－４－３升本ビル２階（小滝橋通り沿い） 

ＴＥＬ：０３（５３３８）０３７０ ＦＡＸ：０３（５３３８）０３７１ 

平成２６年１月「ＴＲＡ不動産相談室」日程は下記のとおりです。各日とも１３：００～１６：００    

日 月 火 水 木 金 土 
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休 
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面談 
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電話 
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面談 
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電話 
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面談 

15 
電話 

16 
面談 

17 
電話 

18 

19 20 
電話 

21 
面談 

22 
電話 

23 
面談 

24 
電話 

25 

26 27 
電話 

28 
面談 

29 
電話 

30 
面談 

31 
電話 

 

不動産取引に関する電話相談 毎週月・水・金曜日   

相談応対は経験豊富な専門家が行います。 

不動産取引に関する面談相談 毎週火・木曜日 
相談応対は弁護士が行います。予め電話にて予約を入れたうえで来所ください。 


